
城東区役所と一般社団法人大阪府不動産コンサルティング協会との 

区内の空家等対策に関する事業連携協定書 

 

 大阪市城東区役所（以下「甲」という。）と一般社団法人大阪府不動産コンサルティング協会（以下

「乙」という。）は、城東区における空家等対策の推進を図るため、区内の空家等対策に関する事業に

関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙が連携して、区内の空家等の適正管理、有効活用及び解消を図ることによ 

り、地域住民の生活環境の保全、地域の活性化を目的とする。 

 

（定義） 

第２条 本協定において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 空家等とは、「空家等対策の推進に関する特別措置法」第２条第１項に定義される「空家等」をい
う。 

 (2) 所有者等とは、空家等を所有し、又は管理する者をいう。 
 

（連携事項） 

第３条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事項について連携する。 

なお、実施時期、実施方法その他具体的な事項については、甲及び乙で合意の上、決定する。 

(1) 区内の空家等の所有者等に対する相談窓口の案内・広報 
 (2) 区内の空家等の電話による相談および問題解決支援の実施 
 (3) 区内の所有者等とその関係者に対する空家問題に関する意識啓発・予防的取組の検討 
 (4) 区内の空家等の対策にかかる取組みの推進 
(5) 区内の空家等データの収集と有効活用・対策に向けた検討 
 

（協定の変更及び解除） 

第４条 本協定の内容の変更又は解除は、甲及び乙のいずれかの申し出に基づき、甲及び乙が協議し、

合意の上行うものとする。ただし、甲又は乙は、相手方の責めに帰すべき事由により当事者間の信頼

関係が著しく損なわれた場合は、解除の通知をすることにより、一方的に本協定を解除することがで

きる。 

 

（守秘義務） 

第５条  

１ 甲及び乙は、本協定に基づく事業等の実施にあたり知り得た個人情報その他秘密情報を、協定の相

手方の事前の承諾を得ないで第三者に開示してはならず、第３条各号に掲げる事項以外で使用しては

ならない。ただし、別途法令で定める場合はこの限りではなく、また、次の各号に掲げる情報は、秘

密情報に該当しないものとする。 

（1） 相手方から開示された時点で公知である情報 
（2） 相手方から開示された後、自己の責によらず公知となった情報 
（3） 第三者から機密保持義務を負うことなく合法的に入手した情報 
（4） 相手方から開示された情報によることなく独自に開発した情報 
 

２ 甲及び乙が、国その他の公権力により適法に秘密情報の開示を命令された場合、前項の規定にかか

わらず、当該公権力に対して当該秘密情報を開示できるものとする。ただし、当該命令を受けた当事

者は、当該命令を受けた事実を遅滞なく相手方に通知し、可能な限り秘密情報の機密性の保持に努め

るものとする。 

３ 本条に定める義務は、本協定の終了後も存続するものとする。 

 

 



（報道発表の実施） 

第６条 甲及び乙は、本協定に関してプレスリリース等の報道発表を実施する場合には事前に相手方の

承諾を得るものとする。 

 

（反社会的勢力の排除） 

第７条 

１ 甲及び乙は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団

準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等、その他これ

らに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という）に該当しないこと、及び次の各号のいずれにも

該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。 

(1) 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 
(2) 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 
(3) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってする

など、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること 
(4) 暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関

係を有すること 
(5) 役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有する

こと 

２ 甲及び乙は、自ら又は第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを確約す

る。 

(1) 暴力的な要求行為 
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 
(3) 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 
(4) 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害す

る行為 
(5) その他前各号に準ずる行為 

３ 甲及び乙は、相手方が前２項の表明保証に反したときは、本協定をただちに解除するものとし、解

除した当事者は当該解除によって相手方に生じた損害を賠償する義務を負わないものとする。 

 

（有効期間） 

第８条 本協定の有効期間は、締結日から令和５年３月 31 日までとする。ただし、本協定の有効期間

満了日の２か月前までに甲又は乙のいずれからも特段の意思表示がない場合は、当該期間を１年間延

長するものとし、その後も同様とする。 

 

（疑義の決定） 

第９条 本協定に定めのない事項又は本協定に定める事項に関し疑義が生じた場合は、甲及び乙が協議

の上で決定するものとする。 

 

  本協定の締結を証するため本書を２通作成し、甲、乙が署名のうえ、各自その１通を保有するもの

とする。 

  令和４年 11 月 11 日 

             甲：大阪市城東区中央三丁目５番 45 号 

                

大阪市 

               城東区長 大東 辰起      

 

             乙：大阪市中央区安土町 1丁目 4番 11 号 エンパイヤビル 3階 

 

一般社団法人 大阪府不動産コンサルティング協会  

会長 井勢 敦史 


